
専  決  処  分  書 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項並びに矢巾町長専決条例（平成２６年矢巾町条例第７

号）第２条第５号及び第６号の規定により、次のとおり専決処分する。 

 

令和  ５  年  ３  月３１日 

矢 巾 町 長  高 橋 昌 造 

 

令和４年度矢巾町一般会計補正予算（第１４号） 

令和４年度矢巾町の一般会計補正予算（第１４号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ71,682千円を減額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞ

れ13,095,514千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 

歳入歳出予算補正」による。 

 （繰越明許費の補正） 

第２条 繰越明許費の追加及び変更は、「第２表 繰越明許費補正」による。 

（地方債の補正） 

第３条 地方債の変更は、「第３表 地方債補正」による。 
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第１表 歳　入　歳　出　予　算　補　正　　　

歳   入 （単位：千円）

2

1 地 方 揮 発 油 譲 与 税

2 自 動 車 重 量 譲 与 税

3 森 林 環 境 譲 与 税

3

1 利 子 割 交 付 金

4

1 配 当 割 交 付 金

5

1 株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金

6

1 法 人 事 業 税 交 付 金

8

1 環 境 性 能 割 交 付 金

10

1 地 方 交 付 税

11

1 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金

12

1 負 担 金

14

1 国 庫 負 担 金

2 国 庫 補 助 金

3 委 託 金

15

1 県 負 担 金

法 人 事 業 税 交 付 金

1,601

178,183

42,027

133,039

地 方 譲 与 税

1,268,796

957,346

141,390

141,390

2,240,778

2,158,034

4,537

4,537

19,529

19,529

分 担 金 及 び 負 担 金

国 庫 支 出 金

交通安全対策特別交付金

地 方 交 付 税

環 境 性 能 割 交 付 金

配 当 割 交 付 金

株式等譲渡所得割交付金

△ 33,021 924,325

7,800

県 支 出 金

140,870

△ 520 140,870

△ 66,774 2,174,004

90,821 2,248,855

90,821

4,544

△ 9,969

3,385 61,729

9,560

9,560

14,636 1,124

△ 34,877 1,233,919

△ 9,969

15,760

566,978 △ 9,506 557,472

1,081,307 △ 49,433 1,031,874

△ 520

補 正 前 の 額 補  正  額 計

2,248,855

△ 229 4,308

△ 229 4,308

△ 6,318 171,865

△ 7,903 125,136

1,805

△ 612

4,922

989

3,385 61,729

2,158,034

4,544

58,344

58,344

4,618

4,618

△ 220

1,385

41,807

5,929

1,385 5,929

3,182 7,800

△ 612

3,182

989

利 子 割 交 付 金

3,117

1,601

款 項



15 2 県 補 助 金

3 委 託 金

21

1 町 債

県 支 出 金 449,908 △ 42,543 407,365

款 項

64,421 2,616 67,037

計補 正 前 の 額 補  正  額

歳 入 合 計 13,167,196 △ 71,682 13,095,514

523,473 △ 36,600

町 債 486,873

486,873

補 正 さ れ な か っ た 款 項 に か か る 金 額 6,750,858 6,750,858

523,473 △ 36,600
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歳   出 （単位：千円）

2

1 総 務 管 理 費

3 戸 籍 住 民 基 本 台 帳 費

4 選 挙 費

5 統 計 調 査 費

3

1 社 会 福 祉 費

2 児 童 福 祉 費

4

1 保 健 衛 生 費

6

1 農 業 費

2 林 業 費

8

2 道 路 橋 梁 費

3 河 川 費

4 都 市 計 画 費

5 住 宅 費

9

1 消 防 費

10

1 教 育 総 務 費

2 小 学 校 費

3 中 学 校 費

4 社 会 教 育 費

△ 7,969

1,805

△ 6,164

△ 24,244

△ 24,244

農 林 水 産 業 費

衛 生 費

596,159

15,873

612,032

1,166,511

668,104

款 項 補 正 前 の 額 補  正  額 計

1,909,922

94,231

50,465

△ 77

1,859,457

94,308

2,193,83450,388総 務 費 2,143,446

△ 84,954

△ 4,026

△ 80,928

民 生 費

22,617

6,828

0

0

22,617

6,828

4,373,559

2,143,321

2,230,238

605,868

588,190

1,142,267

643,860

17,678

26,654

4,288,605

2,139,295

2,149,310

01,745,195

309,051

143,965

144,820

100,794

410,841

410,841

986,204

△ 2,312

△ 1,801

消 防 費

45,217

土 木 費

1,123,726

26,654

1,745,195

1,123,7260

0

142,508

143,955

408,256

408,256

982,081

△ 10

0

98,993

309,051

539,011 0 539,011

45,2170

教 育 費

△ 2,585

△ 2,585

△ 4,123



11

2
そ の 他 公 共 施 設 ・ 公
用 施 設 災 害 復 旧 費

歳 出 合 計 13,167,196 △ 71,682 13,095,514

1,719,758補 正 さ れ な か っ た 款 項 に か か る 金 額 1,719,758

災 害 復 旧 費 9,650 0 9,650

3,050 0 3,050

款 項 補 正 前 の 額 補  正  額 計

－5－
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第２表                      　                       繰　越　明　許　費　補　正

（追　加） （単位：千円）

款 項 事　業　名

1　社会福祉費 介護サービス施設等整備事業

2　児童福祉費
赤ちゃん子育て応援給付金給
付事業

8　土木費 2　道路橋梁費 交通安全施設整備事業

計

（変　更） （単位：千円）

款 項 事　業　名 補　正　前 補　正　後

2　総務費 3　戸籍住民基本台帳費 戸籍総合システム運営事業 5,137 5,060

3　民生費 2　児童福祉費 私立保育園等整備費補助事業 600 525

8　土木費 2　道路橋梁費 生活道路整備事業 6,185 5,072

計 11,922 10,657

金　　　額

30,000

39,474

1,000

3　民生費

8,474



（変　更） (単位：千円)

補　　　　　正　　　　　前 補　　　　　正　　　　　後

限度額 起債の方法 利　率 償還の方法 限度額 起債の方法 利　率 償還の方法

道路整備事業 287,600 254,600

河川整備事業 9,500 8,800

公園整備事業 9,600 7,900

公営住宅整備事業 2,000 1,700

史跡公園建設事業 21,000 20,800

町民センター施設災害復旧
事業

3,000 2,300

第３表　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　 地　方　債　補　正

起債の目的

普通貸借
又　　は
証券発行

 年6.0％以内
 （ただし、利率見
 直し方式で借り入
 れる資金について
 は、当該見直し後
 の利率）

 
　 政府資金につい
 ては、その融資条
 件により、その他
 の場合には、その
 債権者と協定する
 ものによる。ただ
 し、財政の都合に
 より償還年限を短
 縮し、又は繰上償
 還若しくは低利に
 借換えすることが
 できる。

普通貸借
又　　は
証券発行

 年6.0％以内
 （ただし、利率見
 直し方式で借り入
 れる資金について
 は、当該見直し後
 の利率）

 
　 政府資金につい
 ては、その融資条
 件により、その他
 の場合には、その
 債権者と協定する
 ものによる。ただ
 し、財政の都合に
 より償還年限を短
 縮し、又は繰上償
 還若しくは低利に
 借換えすることが
 できる。
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歳入歳出予算補正事項別明細書



……….. 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
…… 
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款 計

１　総　括
（単位：千円）歳 入

補 正 前 の 額 補  正  額

1 町 税 3,805,3583,805,358

2 地 方 譲 与 税 △6,318 171,865178,183

3 利 子 割 交 付 金 △612 9891,601

4 配 当 割 交 付 金 3,182 7,8004,618

5 株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 1,385 5,9294,544

6 法 人 事 業 税 交 付 金 3,385 61,72958,344

7 地 方 消 費 税 交 付 金 747,076747,076

8 環 境 性 能 割 交 付 金 △9,969 9,56019,529

9 地 方 特 例 交 付 金 30,60130,601

10 地 方 交 付 税 90,821 2,248,8552,158,034

11 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 △229 4,3084,537

12 分 担 金 及 び 負 担 金 △520 140,870141,390

13 使 用 料 及 び 手 数 料 82,22382,223

14 国 庫 支 出 金 △66,774 2,174,0042,240,778

15 県 支 出 金 △49,433 1,031,8741,081,307

16 財 産 収 入 19,45019,450

17 寄 附 金 575,538575,538

18 繰 入 金 868,442868,442

19 繰 越 金 509,776509,776

20 諸 収 入 112,394112,394

21 町 債 △36,600 486,873523,473

歳     入     合     計 13,167,196 △71,682 13,095,514



地 方 債

補正前の額 計補 正 額款

－12－

（単位：千円）

特    定    財    源
一般財源

国県支出金 そ の 他

補 正 額 の 財 源 内 訳

歳 出

1 128,039128,039議 会 費

4182 50,388 2,193,8342,143,446 49,970総 務 費

△71△114,1253 △84,954 4,288,6054,373,559 29,242民 生 費

△11△15,7984 △24,244 1,142,2671,166,511 △8,435衛 生 費

5 26,11626,116労 働 費

△439△7,5766 △6,164 605,868612,032 1,851農 林 水 産 業 費

7 171,526171,526商 工 費

△35,70023,8798 1,745,1951,745,195 11,821土 木 費

△1,2679 △2,585 408,256410,841 △1,318消 防 費

△200△1,73810 △4,123 982,081986,204 △2,185教 育 費

△70011 9,6509,650 700災 害 復 旧 費

12 1,385,0761,385,076公 債 費

13 11諸 支 出 金

14 9,0009,000予 備 費

歳     出     合     計 13,167,196 △71,682 13,095,514 △116,207 △36,600 △521 81,646



歳          入



……….. 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
…… 
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2  地方譲与税

２　歳　入

（単位：千円）地方揮発油譲与税1地方譲与税（款） 2 （項）

補 正 額 説    明
金   額区   分

節
計補正前の額目

△220地方揮発油譲与税1△220地方揮発油譲与税1 41,80742,027 △220地方揮発油譲与税の減

41,807△22042,027計

自動車重量譲与税（項） 2地方譲与税（款） 2

△7,903自動車重量譲与税1△7,903自動車重量譲与税1 125,136133,039 △7,903自動車重量譲与税の減

125,136△7,903133,039計

森林環境譲与税（項） 3地方譲与税（款） 2

1,805森林環境譲与税11,805森林環境譲与税1 4,9223,117 1,805森林環境譲与税の増

4,9221,8053,117計

利子割交付金（項） 1利子割交付金（款） 3

△612利子割交付金1△612利子割交付金1 9891,601 △612利子割交付金の減

989△6121,601計

配当割交付金（項） 1配当割交付金（款） 4

3,182配当割交付金13,182配当割交付金1 7,8004,618 3,182配当割交付金の増

7,8003,1824,618計
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株式等譲渡所得割交付金1株式等譲渡所得割交付金（款） 5 （項）

補 正 額 説    明
金   額区   分

節
計補正前の額目

1,385株式等譲渡所得割11,385株式等譲渡所得割1 5,9294,544 1,385株式等譲渡所得割交付金の増

交付金交付金

5,9291,3854,544計

法人事業税交付金（項） 1法人事業税交付金（款） 6

3,385法人事業税交付金13,385法人事業税交付金1 61,72958,344 3,385法人事業税交付金の増

61,7293,38558,344計

環境性能割交付金（項） 1環境性能割交付金（款） 8

△9,969環境性能割交付金1△9,969環境性能割交付金1 9,56019,529 △10,131環境性能割交付金の減

162自動車取得税交付金の増

9,560△9,96919,529計

地方交付税（項） 1地方交付税（款） 10

90,821地方交付税190,821地方交付税1 2,248,8552,158,034 90,821特別交付税の増

2,248,85590,8212,158,034計

交通安全対策特別交付金（項） 1交通安全対策特別交付金（款） 11

△229交通安全対策特別1△229交通安全対策特別1 4,3084,537 △229交通安全対策特別交付金の減

交付金交付金

4,308△2294,537計
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12  分担金及び負担金

負担金（項） 1分担金及び負担金（款） 12

△70児童福祉施設費負2△70民生費負担金1 25,71825,788 △70子育て支援員研修事業負担金の減

担金

△11未熟児養育医療費1△11衛生費負担金2 521532 △11未熟児養育医療費負担金の減

負担金　　

△439農業費負担金1△439農林水産業費負担3 443882 △439いきいき農村基盤整備事業分担金の減

金

140,870△520141,390計

国庫負担金（項） 1国庫支出金（款） 14

△25,701児童手当交付金4△34,872民生費国庫負担金1 1,110,4101,145,282 △7,881被用者児童手当交付金の減

△4,416非被用者児童手当交付金の減

△11,667被用者３歳以上中学校修了前交付金の減

△1,737特例給付交付金の減

△9,171児童福祉施設費負5 △8,101保育所運営費交付金の減

担金 △1,070施設等利用費交付金の減

△5未熟児養育医療費1△5衛生費国庫負担金2 123,509123,514 △5未熟児養育医療費負担金の減

負担金　　　　

1,233,919△34,8771,268,796計

国庫補助金（項） 2国庫支出金（款） 14

△37,084地方創生推進交付1△37,162総務費国庫補助金1 269,841307,003 △204地方創生推進交付金の減

金 △36,880新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の減

△77社会保障・税番号3 △77社会保障・税番号制度システム整備費補助金の減

制度システム整備

費補助金
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国庫補助金2国庫支出金（款） 14 （項）

補 正 額 説    明
金   額区   分

節
計補正前の額目

△1デジタル田園都市13 △1デジタル田園都市国家構想推進交付金の減

国家構想推進交付

金

△5,069障害福祉費補助金1△17,553民生費国庫補助金2 203,079220,632 △5,305地域生活支援等事業費補助金の減

236福祉・介護職員処遇改善臨時特例交付金の増

△9,884児童福祉費補助金2 △4,565子ども・子育て支援交付金の減

△139児童虐待・ＤＶ対策等総合支援事業費国庫補助金の減

△2次世代育成支援対策施設整備交付金の減

△152子ども・子育て支援事業費補助金の減

30保育対策総合支援事業費補助金の増

子育て世帯生活支援特別給付金（その他世帯分）給付事

△3,000業費補助金の減

子育て世帯生活支援特別給付金（その他世帯分）給付事

△2,056務費補助金の減

△2,600社会福祉費補助金3 △2,600重層的支援体制整備事業交付金の減

△656保健衛生費補助金1△656衛生費国庫補助金3 182,364183,020 △656出産・子育て応援交付金の減

23,892道路橋梁費補助金123,892土木費国庫補助金4 237,113213,221 23,892社会資本整備総合交付金の増

△31教育振興費補助金1△275教育費国庫補助金5 25,22225,497 △6要保護児童生徒援助費補助金の減

△25特別支援教育就学奨励費補助金の減

△233史跡公園建設費補2 △233史跡等総合活用整備事業補助金の減

助金

△11学校管理費補助金6 △11学校保健特別対策事業費補助金の減

△1,267災害対策費補助金1△1,267消防費国庫補助金6 6,7067,973 △1,267社会資本整備総合交付金の減
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14  国庫支出金

国庫補助金（項） 2国庫支出金（款） 14

924,325△33,021957,346計

委託金（項） 3国庫支出金（款） 14

△7児童手当委託金11,124民生費委託金2 3,7392,615 △7特別児童扶養手当事務委託金の減

1,131社会福祉費委託金2 1,131国民年金事務費交付金の増

15,7601,12414,636計

県負担金（項） 1県支出金（款） 15

△5,211児童手当負担金6△9,504民生費県負担金1 557,287566,791 △852被用者児童手当負担金の減

△1,104非被用者児童手当負担金の減

△2,917被用者３歳以上中学校修了前負担金の減

△338特例給付負担金の減

△4,293児童福祉施設費負7 △3,758保育所運営費負担金の減

担金 △535施設等利用費負担金の減

△2未熟児養育医療費1△2衛生費県負担金2 185187 △2未熟児養育医療費負担金の減

負担金　　　

557,472△9,506566,978計

県補助金（項） 2県支出金（款） 15

△160地域経営推進費補3△2,591総務費県補助金1 13,08515,676 △160地域経営推進費補助金の減

助金

△1,016結婚新生活支援事4 △1,016結婚新生活支援事業費補助金の減

業費補助金

△1,224移住支援事業費補5 △1,224移住支援事業費補助金の減

助金
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県補助金2県支出金（款） 15 （項）

補 正 額 説    明
金   額区   分

節
計補正前の額目

△191新型コロナウイル8 新型コロナウイルスワクチン接種市町村輸送機能強化事

スワクチン接種市 △191業費補助金の減

町村輸送機能強化

事業費補助金

△3,540社会福祉費補助金1△39,979民生費県補助金2 219,002258,981 △2,112重度心身障害者医療費助成事業補助金の減

△1,428重層的支援体制整備事業費補助金の減

△2,980障害福祉費補助金2 △1在宅酸素療法患者酸素濃縮器使用助成補助金の減

△2,818地域生活支援事業費補助金の減

△161在宅超重症児者等短期入所支援事業費補助金の減

△272老人福祉費補助金3 △200高齢者にやさしい住まいづくり推進事業費補助金の減

△72老人クラブ活動等社会活動促進事業補助金の減

△239介護保険運営事業4 △239介護保険事業費補助金の減

費補助金

△28,983児童福祉費補助金5 △8,315子ども・子育て支援交付金の減

△346産休等代替職員費補助金の減

△7,176保育対策総合支援事業費補助金の減

△112次世代育成支援対策施設整備交付金の減

子育て世帯生活支援特別給付金（ひとり親世帯）給付事

△116務費補助金の減

△11,190いわて子育て世帯臨時特別支援金給付事業費補助金の減

△1,728いわて子育て世帯臨時特別支援金給付事務費補助金の減

△3,965母子福祉費補助金6 △2,394子ども医療費助成事業補助金の減

△583妊産婦医療費助成事業補助金の減

△988ひとり親家庭医療費助成事業補助金の減

△789保健衛生費補助金1△789衛生費県補助金3 11,05611,845 △281健康増進事業補助金の減

△323自殺対策強化事業費補助金の減

△32がん患者医療用補正具購入事業費補助金の減

△153出産・子育て応援交付金の減
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15  県支出金

県補助金（項） 2県支出金（款） 15

837農業委員会費補助1823農林水産業費県補4 162,876162,053 502農業委員会交付金の増

金助金 △117農地中間管理事業等促進関連補助金の減

452農地利用最適化交付金の増

△14農地費補助金5 △14いきいき農村基盤整備事業補助金の減

△7住宅費補助金1△7土木費県補助金5 1421 △7木造住宅耐震診断支援事業補助金の減

407,365△42,543449,908計

委託金（項） 3県支出金（款） 15

171総務費委託金12,631総務費委託金1 58,38255,751 5いわてグラフ世帯配布委託金の増

166市町村事務処理交付金の増

4統計調査費委託金3 6就業構造基本調査委託金の増

△2毎月人口推計市町村事務費交付金の減

2,456選挙費委託金4 2,456参議院議員通常選挙委託金の増

△4社会福祉費委託金1△4民生費委託金2 346350 令和４年度生活のしづらさなどに関する調査事務費交付

△4金の減

0児童福祉費委託金2 4認可外保育施設状況調査事務委託金の増

△4母子家庭等日常生活支援事業事務委託金の減

△6河川費委託金1△6土木費委託金5 7,3807,386 △6一級河川樋門管理委託金の減

△5教育振興費委託金1△5教育費委託金6 198203 △5学校安全総合支援事業委託金の減

67,0372,61664,421計
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町債1町債（款） 21 （項）

補 正 額 説    明
金   額区   分

節
計補正前の額目

△33,000道路整備事業債1△35,700土木債2 274,700310,400 △31,500地方道路整備事業債の減

△1,500緊急自然災害防止対策事業債の減

△700河川整備事業債2 △700緊急浚渫推進事業債の減

△1,700公園整備事業債4 △1,700防災対策事業債の減

△300公営住宅整備事業5 △300公営住宅建設事業債の減

債

△200史跡公園建設事業1△200教育債3 47,80048,000 △200一般補助施設整備等事業債の減

債

△700町民センター施設1△700災害復旧債7 2,3003,000 △700公共土木施設等災害復旧事業債の減

災害復旧事業債

486,873△36,600523,473計



歳          出



……….. 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
…… 
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2  総務費

３　歳　出

（款） 2 総務費 （項） 1 総務管理費 （単位：千円）

目 補正前の額 補 正 額 計

補  正  額  の  財  源  内  訳

特   定   財   源 説    明

節

一般財源 区   分 金   額
国県支出金 地 方 債 そ の 他

1一般管理 438,164 0 438,164 171 △171 財源更正

費

5財産管理 169,722 2,086 171,808 2,086 24積 立 金 2,086 ◎財産管理事業の増 2,086

費   ○公共施設等総合管理基金積立

    事業の増 2,086

    公共施設等総合管理基金積立

    金 2,086

6企画費 438,848 △3,087 435,761 △2,444 △643 10需 用 費 △32 ◎企画事業の減 △3,087

  ○地方創生事業の減 △3,087

18負担金､補助 △3,055     消耗品費 △32

及び交付金     結婚新生活支援補助金 △1,455

    移住支援金 △1,600

8財政調整 561,301 51,466 612,767 51,466 24積 立 金 51,466 ◎財政調整基金積立事業の増 51,466

基金費   ○財政調整基金積立事業の増 51,466

    財政調整基金積立金 51,466

計 1,859,457 50,465 1,909,922 △2,273 52,738

（款） 2 総務費 （項） 3 戸籍住民基本台帳費

1戸籍住民 94,308 △77 94,231 229 △306 12委 託 料 △77 ◎戸籍住民基本台帳事業の減 △77

基本台帳   ○戸籍住民基本台帳事業の減 △77

費     戸籍総合システム改修業務委

    託料 △77

計 94,308 △77 94,231 229 △306
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（款） 2 総務費 （項） 4 選挙費

目 補正前の額 補 正 額 計

補  正  額  の  財  源  内  訳

特   定   財   源 説    明

節

一般財源 区   分 金   額
国県支出金 地 方 債 そ の 他

3参議院議 13,009 0 13,009 2,456 △2,456 財源更正

員通常選

挙費

計 22,617 0 22,617 2,456 △2,456

（款） 2 総務費 （項） 5 統計調査費

2指定統計 950 0 950 6 △6 財源更正

費

計 6,828 0 6,828 6 △6

（款） 3 民生費 （項） 1 社会福祉費

1社会福祉 512,966 △2,814 510,152 △1,368 △1,446 19扶 助 費 △2,814 ◎重度心身障害者医療費事業の減 △2,814

総務費   ○重度心身障害者医療費助成事

    業の減 △2,814

    医療給付費 △2,814

2障害福祉 749,963 △326 749,637 △10,675 10,349 7報 償 費 △4 ◎障害福祉総務事業の減 △4

費   ○障害福祉総務事業の減 △4

19扶 助 費 △322     謝礼 △4

◎障害者支援事業の減 △322

  ○障害者給付事業の減 △322

    超重症児者等短期入所特別給

    付費 △322

3老人福祉 811,986 △886 811,100 △14,423 △1 13,538 18負担金､補助 △886 ◎老人福祉総務事業の減 △886

費 及び交付金   ○老人福祉総務事業の減 △886

    老人クラブ連合会運営費補助

    金 △486
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3  民生費

（款） 3 民生費 （項） 1 社会福祉費

    高齢者にやさしい住まいづく

    り推進事業補助金 △400

計 2,143,321 △4,026 2,139,295 △26,466 △1 22,441

（款） 3 民生費 （項） 2 児童福祉費

1児童福祉 389,117 △30,322 358,795 △19,394 △10,928 1報 酬 △909 ◎児童福祉総務事業の減 △10,752

総務費   ○児童行政事業の減 △10,613

3職員手当等 △155     通信運搬費 △30

    赤ちゃん子育て応援給付金 △5,700

4共 済 費 △190     児童福祉施設等物価高騰等対

    策支援給付金 △100

8旅 費 △66     子ども・子育て支援交付金返

    還金 △4,783

10需 用 費 △3   ○児童家庭相談事業の減 △139

    会計年度任用職員報酬 △139

11役 務 費 △108

◎健全育成事業の減 △238

12委 託 料 △2,185   ○児童館維持管理事業の減 △238

    工事請負費 △238

14工事請負費 △238

◎あんしん子育て事業の減 △1,250

18負担金､補助 △21,685   ○重層的支援体制整備事業の減 △1,250

及び交付金     地域子育て支援拠点事業委託

    料 △1,250

22償還金､利子 △4,783

及び割引料 ◎子育て世帯生活支援特別給付金

  （ひとり親世帯）給付事業の減 △43

  ○子育て世帯生活支援特別給付

    金（ひとり親世帯分）給付事

    業の減 △43

    通信運搬費 △43
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（款） 3 民生費 （項） 2 児童福祉費

目 補正前の額 補 正 額 計

補  正  額  の  財  源  内  訳

特   定   財   源 説    明

節

一般財源 区   分 金   額
国県支出金 地 方 債 そ の 他

◎子育て世帯生活支援特別給付金

  （その他世帯分）給付事業の減 △6,504

  ○子育て世帯生活支援特別給付

    金（その他世帯分）給付事業

    の減 △6,504

    会計年度任用職員報酬 △770

    会計年度任用職員手当等 △155

    会計年度任用職員社会保険料 △82

    会計年度任用職員共済費 △108

    費用弁償 △66

    印刷製本費 △3

    通信運搬費 △35

    システム改修委託料 △935

    子育て世帯生活支援特別給付

    金（その他世帯分） △4,350

◎いわて子育て世帯臨時特別支援

  金給付事業の減 △11,535

  ○いわて子育て世帯臨時特別支

    援金給付事業の減 △11,535

    いわて子育て世帯臨時特別支

    援金 △11,535

2児童措置 422,239 △36,384 385,855 △30,912 △5,472 10需 用 費 △14 ◎児童措置事業の減 △36,384

費   ○児童手当取扱事業の減 △114

11役 務 費 △100     印刷製本費 △14

    通信運搬費 △100

19扶 助 費 △36,270   ○児童手当給付事業の減 △36,270

    被用者児童手当 △9,600

    非被用者児童手当 △2,925

    特例給付児童手当 △2,605

    被用者３歳以上小学校修了前

    児童手当 △15,265
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3  民生費

（款） 3 民生費 （項） 2 児童福祉費

    非被用者３歳以上小学校修了

    前児童手当 △2,055

    被用者小学校修了後中学校修

    了前児童手当 △2,110

    非被用者小学校修了後中学校

    修了前児童手当 △1,710

3児童福祉 1,295,440 △6,133 1,289,307 △33,384 △70 27,321 10需 用 費 △250 ◎町立保育園事業の減 △250

施設費   ○町立保育園運営事業の減 △250

18負担金､補助 △3,683     消耗品費 △250

及び交付金

◎私立保育園助成事業の減 △3,683

19扶 助 費 △2,200   ○私立保育園運営費助成事業の

    減 △1,223

    児童福祉施設等産休等代替職

    員費補助金 △338

    私立保育園等食材費補助金 △885

  ○私立保育園等整備費補助事業

    の減 △2,460

    保育対策総合支援事業補助金 △2,460

◎施設等利用給付事業の減 △2,200

  ○施設等利用給付事業の減 △2,200

    施設等利用給付費 △2,200

4母子福祉 123,442 △8,089 115,353 △3,969 △4,120 19扶 助 費 △8,089 ◎母子福祉医療費助成事業の減 △8,089

費   ○子ども医療費助成事業の減 △4,256

    医療給付費 △4,256

  ○妊産婦医療費助成事業の減 △2,676

    医療給付費 △2,676

  ○ひとり親家庭福祉医療費助成

    事業の減 △1,157

    医療給付費 △1,157

計 2,230,238 △80,928 2,149,310 △87,659 △70 6,801
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（款） 4 衛生費 （項） 1 保健衛生費

目 補正前の額 補 正 額 計

補  正  額  の  財  源  内  訳

特   定   財   源 説    明

節

一般財源 区   分 金   額
国県支出金 地 方 債 そ の 他

1保健衛生 228,477 △5,376 223,101 △15,607 △11 10,242 1報 酬 △530 ◎成人検診事業の減 △200

総務費   ○成人検診事業の減 △200

4共 済 費 △90     がん患者医療用補正具購入費

    助成金 △200

8旅 費 △27

◎母子保健事業の減 △5,176

10需 用 費 △9   ○母子保健事業の減 △1,620

    未熟児養育医療給付費 △1,620

18負担金､補助 △3,100   ○出産・子育て応援事業の減 △3,556

及び交付金     会計年度任用職員報酬 △530

    会計年度任用職員社会保険料 △54

19扶 助 費 △1,620     会計年度任用職員共済費 △36

    費用弁償 △27

    印刷製本費 △9

    出産・子育て応援給付金 △2,900

2予防費 439,627 △18,868 420,759 △191 △18,677 12委 託 料 △18,753 ◎予防接種事業の減 △18,868

  ○新型コロナウイルスワクチン

14工事請負費 △115     接種体制確保事業の減 △18,684

    ワクチン集団接種会場業務委

    託料 △18,391

    集団接種会場除雪委託料 △178

    工事請負費 △115

  ○新型コロナウイルスワクチン

    接種市町村輸送機能強化事業

    の減 △184

    高齢者等新型コロナウイルス

    ワクチン接種輸送強化事業業

    務委託料 △184

計 668,104 △24,244 643,860 △15,798 △11 △8,435
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6  農林水産業費

（款） 6 農林水産業費 （項） 1 農業費

1農業委員 25,233 452 25,685 837 △385 1報 酬 452 ◎農業委員会総務事業の増 452

会費   ○農業委員会総務事業の増 452

    農業委員報酬 452

3農業振興 110,437 △8,399 102,038 △8,399 11役 務 費 △109 ◎農業振興事業の減 △8,399

費   ○農業生産資材価格高騰対策支

18負担金､補助 △8,290     援事業の減 △8,399

及び交付金     通信運搬費 △109

    農業生産資材価格高騰対策支

    援金 △8,290

5農地費 204,081 △22 204,059 △14 △439 431 14工事請負費 △22 ◎農業基盤整備事業の減 △22

  ○いきいき農村基盤整備事業の

    減 △22

    工事請負費 △22

計 596,159 △7,969 588,190 △7,576 △439 46

（款） 6 農林水産業費 （項） 2 林業費

1林業振興 15,873 1,805 17,678 1,805 24積 立 金 1,805 ◎林業総務事業の増 1,805

費   ○林業総務事業の増 1,805

    森林環境譲与税積立金 1,805

計 15,873 1,805 17,678 1,805

（款） 8 土木費 （項） 2 道路橋梁費

2道路維持 467,977 0 467,977 23,892 △1,500 △22,392 財源更正

費

3道路新設 494,207 0 494,207 △31,500 31,500 財源更正

改良費

計 1,123,726 0 1,123,726 23,892 △33,000 9,108
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（款） 8 土木費 （項） 3 河川費

目 補正前の額 補 正 額 計

補  正  額  の  財  源  内  訳

特   定   財   源 説    明

節

一般財源 区   分 金   額
国県支出金 地 方 債 そ の 他

1河川総務 26,654 0 26,654 △6 △700 706 財源更正

費

計 26,654 0 26,654 △6 △700 706

（款） 8 土木費 （項） 4 都市計画費

5公園費 53,943 0 53,943 △1,700 1,700 財源更正

計 539,011 0 539,011 △1,700 1,700

（款） 8 土木費 （項） 5 住宅費

1住宅管理 45,217 0 45,217 △7 △300 307 財源更正

費

計 45,217 0 45,217 △7 △300 307

（款） 9 消防費 （項） 1 消防費

5災害対策 60,305 △2,585 57,720 △1,267 △1,318 12委 託 料 △2,585 ◎災害対策事業の減 △2,585

費   ○災害対策事業の減 △2,585

    防災マップ作成業務委託料 △2,585

計 410,841 △2,585 408,256 △1,267 △1,318

（款） 10 教育費 （項） 1 教育総務費

3教育振興 75,551 △10 75,541 △5 △5 10需 用 費 △10 ◎学校安全総合支援事業の減 △10

費   ○学校安全総合支援事業の減 △10

    消耗品費 △10
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10  教育費

（款） 10 教育費 （項） 1 教育総務費

計 143,965 △10 143,955 △5 △5

（款） 10 教育費 （項） 2 小学校費

2教育振興 42,655 △2,312 40,343 △841 △1,471 13使用料及び △825 ◎小学校教育振興事業の減 △2,312

費 賃 借 料   ○小学校教育振興事業の減 △2,312

    使用料及び賃借料 △825

19扶 助 費 △1,487     要保護就学援助費 △8

    準要保護就学援助費 △1,277

    特別支援教育就学奨励費 △202

計 144,820 △2,312 142,508 △841 △1,471

（款） 10 教育費 （項） 3 中学校費

1学校管理 67,134 0 67,134 △11 11 財源更正

費

2教育振興 33,660 △1,801 31,859 △488 △1,313 13使用料及び △473 ◎中学校教育振興事業の減 △1,801

費 賃 借 料   ○中学校教育振興事業の減 △1,801

    使用料及び賃借料 △473

19扶 助 費 △1,328     要保護就学援助費 △92

    準要保護就学援助費 △1,187

    特別支援教育就学奨励費 △49

計 100,794 △1,801 98,993 △499 △1,302

（款） 10 教育費 （項） 4 社会教育費

5史跡公園 67,083 0 67,083 △393 △200 593 財源更正

建設費

計 309,051 0 309,051 △393 △200 593
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（款） 11 災害復旧費 （項） 2 その他公共施設・公用施設災害復旧費

目 補正前の額 補 正 額 計

補  正  額  の  財  源  内  訳

特   定   財   源 説    明

節

一般財源 区   分 金   額
国県支出金 地 方 債 そ の 他

1その他公 3,050 0 3,050 △700 700 財源更正

共施設・

公用施設

災害復旧

費

計 3,050 0 3,050 △700 700



(単位：千円）

当 該 年 度 中 増 減 見 込 

当該年度中起債見込額 当該年度中元金償還見込額

 1　普通債 7,494,322 6,969,825 392,600 864,065 6,498,360

(1) 総務 410,383 334,105 0 121,871 212,234

(2) 民生 109,989 96,410 0 13,641 82,769

(3) 衛生 326,652 298,147 0 28,575 269,572

(4) 農林水産 14,600 26,800 25,000 0 51,800

(5) 商工 0 0 0 0 0

(6) 土木 4,685,484 4,342,129 305,000 493,060 4,154,069

(7) 公営住宅 25,651 42,974 1,700 578 44,096

(8) 消防 67,835 50,147 0 23,169 26,978

(9) 教育 1,853,728 1,779,113 60,900 183,171 1,656,842

 2　災害復旧債 168,342 125,307 2,300 43,126 84,481

 3　減税補てん債 41,449 29,056 0 10,084 18,972

 4　臨時財政対策債 5,108,565 5,072,183 137,073 424,032 4,785,224

 5　減収補てん債 7,900 7,900 0 0 7,900

合　　　計 12,820,578 12,204,271 531,973 1,341,307 11,394,937

地方債の前々年度末及び前年度末における現在高並びに
当該年度末における現在高の見込みに関する調書

区　　　分 前々年度末現在高 前年度末現在高 当該年度末現在高見込額

－35－
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１　特　別　職
（単位：人、千円）

給　　　　　　  　与　　　　　　  　費

報　　酬 給　　料 期末手当 地域手当 寒冷地手当 通勤手当 その他の手当 計
(年間支給率:月分)

長　　等 2 16,428 4,417 140 65 21,050 2,064 23,114 退職手当負担金 2,793
(3.30)

議　　員 18 53,052 16,270 69,322 16,693 86,015
(3.30)

775 41,175 6,780 1,412 89 42 49,498 1,726 51,224 退職手当負担金 1,153
(3.30)

計 795 94,227 23,208 22,099 229 107 139,870 20,483 160,353 退職手当負担金 3,946
(3.30)

長　　等 2 16,428 4,417 140 65 21,050 2,064 23,114 退職手当負担金 2,793
(3.30)

議　　員 18 53,052 16,270 69,322 16,693 86,015
(3.30)

775 40,723 6,780 1,412 89 42 49,046 1,726 50,772 退職手当負担金 1,153
(3.30)

計 795 93,775 23,208 22,099 229 107 139,418 20,483 159,901 退職手当負担金 3,946
(3.30)

長　　等 0 0 0 0 0 0 0 0 退職手当負担金 0
(0.00)

議　　員 0 0 0 0 0 0
(0.00)

0 452 0 0 0 0 452 0 452 退職手当負担金 0
(0.00)

計 0 452 0 0 0 0 452 0 452 退職手当負担金 0
(0.00)

給　　与　　費　　明　　細　　書

区　　分 職員数 共 済 費 合　　計 備　　　  考

補正後
その他の
特 別 職

補正前
その他の
特 別 職

比　較
その他の
特 別 職



２　一  般  職
（１）総　　括 （単位：人、千円）

退職手当負担金
児童手当

退職手当負担金
児童手当

退職手当負担金
児童手当

　※【  】内は再任用短時間勤務職員について内書き、(　)内は会計年度任用職員について外書き。
（単位：千円）

区
分

期末手当 勤勉手当
管理職員特
別勤務手当

日直手当
特殊勤務
手　　当

災害派遣
手　　当

地域手当

補
正
後

119,422 103,021 611 600 190 0 624

補
正
前

119,422 103,021 611 600 190 0 624

比
較

0 0 0 0 0 0 0

（２）給料及び職員手当の増減額の明細 （単位：千円）

昇給に伴う増加分

その他の増減分

区　分 職 員 数
給　　　　　　与　　　　　　費

共 済 費 合　　計 備　　考
報　　酬 給　　料 職員手当 計

補正後
172 

589,071 348,815 937,886 196,956 1,134,842 
123,924 
7,500 

【0】 (137,217) (23,352) (29,636) (190,205) (22,309) (212,514)

補正前
172 

589,071 348,815 937,886 196,956 1,134,842 
123,924 
7,500 

【0】 (138,656) (23,352) (29,791) (191,799) (22,589) (214,388)

比　較
0 

0 0 0 0 0 
0 
0 

【0】 (△1,439) (0) (△155) (△1,594) (△280) (△1,874)

職
員
手
当
の
内
訳

扶養手当 通勤手当 住居手当
寒冷地
手　当

管理職
手　当

11,606 9,192 16,183 9,807

時 間 外
勤務手当

単身赴任
手　　当

11,606 9,192 16,183 9,807 9,660 67,899 0

9,660 67,899 0

0 0 0 0 0 0 0

区　分 増 減 額 増減事由別内訳 説　　　明 備　　考

給  料 給与改定に伴う増減分

職　員
手　当

制度改正による増減分

その他の増減分
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専  決  処  分  書 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項及び矢巾町長専決条例（平成２６年矢巾町条例第７号）

第２条第５号の規定により、次のとおり専決処分する。 

 

令和  ５  年  ３  月３１日 

矢巾町長 高 橋 昌 造 

 

 

令和４年度矢巾町国民健康保険事業特別会計補正予算（第５号） 

 

令和４年度矢巾町の国民健康保険事業特別会計補正予算（第５号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ27,823千円を減額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞ

れ2,642,379千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 

歳入歳出予算補正」による。 
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第１表 歳　入　歳　出　予　算　補　正　　　

歳   入 （単位：千円）

3

1 国 庫 補 助 金

4

1 県 補 助 金

県 支 出 金 1,967,734 1,939,912

1,967,734 1,939,912△27,822

△27,822

18

19 △1 18

歳 入 合 計 2,670,202 △27,823 2,642,379

補 正 さ れ な か っ た 款 項 に か か る 金 額 702,449 702,449

計款 項 補 正 前 の 額 補  正  額

国 庫 支 出 金 19 △1
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補  正  額 計款

（単位：千円）歳 出

項 補 正 前 の 額

保 険 給 付 費2 1,936,639 △14,831 1,921,808

療 養 諸 費 1 1,666,460 △13,192 1,653,268

高 額 療 養 費 2 261,994 △1,608 260,386

移 送 費 3 31 △31 0

国民健康保険事業費納付金3 593,973 0 593,973

医 療 給 付 費 分 1 412,518 0 412,518

保 健 事 業 費4 50,190 △12,992 37,198

保 健 事 業 費 1 50,190 △12,992 37,198

2,642,379歳 出 合 計 2,670,202 △27,823

補正されなかった款項にかかる金額 89,400 89,400



 
 



 
 
 
 
 

歳入歳出予算補正事項別明細書 
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款 計

１　総　括
（単位：千円）歳 入

補 正 前 の 額 補  正  額

1 国 民 健 康 保 険 税 473,749473,749

2 使 用 料 及 び 手 数 料 149149

3 国 庫 支 出 金 △1 1819

4 県 支 出 金 △27,822 1,939,9121,967,734

5 財 産 収 入 33

6 繰 入 金 189,357189,357

7 繰 越 金 32,96232,962

8 諸 収 入 6,2296,229

歳     入     合     計 2,670,202 △27,823 2,642,379



地 方 債

補正前の額 計補 正 額款

－8－

（単位：千円）

特    定    財    源
一般財源

国県支出金 そ の 他

補 正 額 の 財 源 内 訳

歳 出

1 26,06626,066総 務 費

△23,2742 △14,831 1,921,8081,936,639 8,443保 険 給 付 費

△2,0833 593,973593,973 2,083国 民 健 康 保 険 事 業 費 納 付 金

△2,4664 △12,992 37,19850,190 △10,526保 健 事 業 費

5 49,76249,762基 金 積 立 金

6 11公 債 費

7 12,57112,571諸 支 出 金

8 1,0001,000予 備 費

歳     出     合     計 2,670,202 △27,823 2,642,379 △27,823



 
 
 
 

歳     入 
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3  国庫支出金

２　歳　入

（単位：千円）国庫補助金1国庫支出金（款） 3 （項）

補 正 額 説    明
金   額区   分

節
計補正前の額目

△1災害臨時特例補助1△1災害臨時特例補助1 01 △1災害等臨時特例補助金の減

金金

18△119計

県補助金（項） 1県支出金（款） 4

△23,274普通交付金1△27,822保険給付費等交付1 1,939,9121,967,734 △23,274普通交付金の減

金

△4,548特別交付金2 △2,341特別調整交付金分の減

259県繰入金分の増

△2,466特定健康診査等負担金分の減

1,939,912△27,8221,967,734計



 
 



 
 
 
 

歳     出 
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2  保険給付費

３　歳　出

（款） 2 保険給付費 （項） 1 療養諸費 （単位：千円）

目 補正前の額 補 正 額 計

補  正  額  の  財  源  内  訳

特   定   財   源 説    明

節

一般財源 区   分 金   額
国県支出金 地 方 債 そ の 他

1一般被保 1,649,770 △12,591 1,637,179 △12,591 18負担金､補助 △12,591 ◎一般被保険者療養給付事業の減 △12,591

険者療養 及び交付金   ○一般被保険者療養給付事業の

給付費     減 △12,591

    一般被保険者療養給付費 △12,591

2退職被保 1 △1 0 △1 18負担金､補助 △1 ◎退職被保険者等療養給付事業の

険者等療 及び交付金   減 △1

養給付費   ○退職被保険者等療養給付事業

    の減 △1

    退職被保険者等療養給付費 △1

3一般被保 12,137 △599 11,538 △599 18負担金､補助 △599 ◎一般被保険者療養費給付事業の

険者療養 及び交付金   減 △599

費   ○一般被保険者療養費給付事業

    の減 △599

    一般被保険者療養支給費 △599

4退職被保 1 △1 0 △1 18負担金､補助 △1 ◎退職被保険者等療養費給付事業

険者等療 及び交付金   の減 △1

養費   ○退職被保険者等療養費給付事

    業の減 △1

    退職被保険者等療養支給費 △1

計 1,666,460 △13,192 1,653,268 △13,192

（款） 2 保険給付費 （項） 2 高額療養費

1一般被保 261,485 △1,632 259,853 △10,075 8,443 18負担金､補助 △1,632 ◎一般被保険者高額療養費給付事

険者高額 及び交付金   業の減 △1,632

療養費   ○一般被保険者高額療養費給付

    事業の減 △1,632

    一般被保険者高額療養費 △1,632
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（款） 2 保険給付費 （項） 2 高額療養費

目 補正前の額 補 正 額 計

補  正  額  の  財  源  内  訳

特   定   財   源 説    明

節

一般財源 区   分 金   額
国県支出金 地 方 債 そ の 他

2退職被保 1 △1 0 △1 18負担金､補助 △1 ◎退職被保険者等高額療養費給付

険者等高 及び交付金   事業の減 △1

額療養費   ○退職被保険者等高額療養費給

    付事業の減 △1

    退職被保険者等高額療養費 △1

3一般被保 507 26 533 26 18負担金､補助 26 ◎一般被保険者高額介護合算療養

険者高額 及び交付金   費給付事業の増 26

介護合算   ○一般被保険者高額介護合算療

療養費     養費給付事業の増 26

    一般被保険者高額介護合算療

    養費 26

4退職被保 1 △1 0 △1 18負担金､補助 △1 ◎退職被保険者等高額介護合算療

険者等高 及び交付金   養費給付事業の減 △1

額介護合   ○退職被保険者等高額介護合算

算療養費     療養費給付事業の減 △1

    退職被保険者等高額介護合算

    療養費 △1

計 261,994 △1,608 260,386 △10,051 8,443

（款） 2 保険給付費 （項） 3 移送費

1一般被保 30 △30 0 △30 18負担金､補助 △30 ◎一般被保険者移送事業の減 △30

険者移送 及び交付金   ○一般被保険者移送事業の減 △30

費     一般被保険者移送費 △30

2退職被保 1 △1 0 △1 18負担金､補助 △1 ◎退職被保険者等移送事業の減 △1

険者等移 及び交付金   ○退職被保険者等移送事業の減 △1

送費     退職被保険者等移送費 △1

計 31 △31 0 △31
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3  国民健康保険事業費納付金

（款） 3 国民健康保険事業費納付金 （項） 1 医療給付費分

1一般被保 412,518 0 412,518 △2,083 2,083 財源更正

険者医療

給付費分

計 412,518 0 412,518 △2,083 2,083

（款） 4 保健事業費 （項） 1 保健事業費

2疾病予防 49,018 △12,992 36,026 △2,466 △10,526 12委 託 料 △12,992 ◎特定健康診査特定保健指導事業

費   の減 △12,992

  ○特定健康診査特定保健指導事

    業の減 △12,992

    特定健康診査業務委託料 △11,198

    特定保健指導業務委託料 △1,794

計 50,190 △12,992 37,198 △2,466 △10,526
































